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本計画書では，高レベル放射性廃棄物の地層処分技術に関する研究開発のうち，深地層の科学的研

究の一環として実施している地質環境の長期安定性に関する研究について，第4期中長期目標期間（令
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体や規制機関等の動向を考慮した。研究の実施にあたっては，地層処分事業における概要・精密調査
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1. はじめに 

日本列島は，プレートの収束帯に位置しており，安定大陸に比べて地震・断層活動や火山・火成活動

が活発であることから，我が国における地層処分の概念は，「長期的な安定性を備えた幅広い地質環境」

に「性能に余裕をもたせた人工バリア」を設置するという特徴を有する（核燃料サイクル開発機構, 19991)：

以下，「第 2 次取りまとめ」）。すなわち，まず自然現象によって地層処分システムに期待される物理的な
隔離機能が損なわれる恐れがないようなサイトを選ぶことが前提となる。さらに，サイト固有の地質環境や

想定されるそれらの長期的な変化を見込んだ上で，合理的な地層処分システムを構築し，長期的な安全

性を確認することが必要となる。そのためには，サイトやその周辺においてマグマの貫入・噴火や断層運

動に伴う岩盤の破壊等，地層処分システムに著しい影響を及ぼす現象が発生する可能性のほか，地殻

変動等によって生じる地質環境（例えば，熱環境，力学場，水理場，化学場）の長期的な変化を予測・評

価しておくことが重要となる。日本原子力研究開発機構（以下，「原子力機構」）では，1988年より「深地層
の科学的研究」の一環として，これらの調査・評価に係る研究開発である地質環境の長期安定性に関す

る研究を進めてきた。 

このうち，1999年 11月に報告した第 2次取りまとめでは，関連する地球科学の分野に蓄積された情報
や知見を分析するとともに，地層や岩石の年代測定等を補足的に実施し，過去から現在までの活動の中

に認められる傾向や規則性に基づいて，自然現象の将来の活動の可能性や変動の規模等を検討した。

その結果，地層処分に適した安定な地質環境が我が国にも広く存在し得るとの見通しが得られた。また，

その科学的な根拠となる基盤情報として，活断層や第四紀火山，海成段丘の分布・形成年代等に関する

全国レベルでのデータベースを整備してきた（核燃料サイクル開発機構, 19992)）。第 2 次取りまとめ以降
については，「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」3)（以下，「最終処分法」）の成立や地層処

分事業の実施主体の設立等，我が国の地層処分計画が事業の段階に進展したことを踏まえ，最終処分

法に定められた最終処分施設の建設スケジュールや段階的な選定要件等を念頭に置きつつ，特に第 2
次取りまとめやその評価（例えば，原子力委員会  原子力バックエンド対策専門部会 , 20004)；

OECD/NEA, 19995)）の過程で明らかにされた研究課題に焦点をあてて研究を進めてきた。さらに 2002年
には，当時の我が国の規制機関である原子力安全委員会から文献調査段階の予定地の選定に係る要

件となる「高レベル放射性廃棄物処分の概要調査地区選定段階において考慮すべき環境要件について」

（原子力安全委員会, 20026)：以下，「環境要件」）が示されたが，実施主体ではこれらを受けて「概要調査

地区選定上の考慮事項」（原子力発電環境整備機構, 20027)）を公表した。その一方で，「廃棄物安全小

委員会報告書―高レベル放射性廃棄物処分の安全規制に係る基盤確保に向けて―」（総合資源エネル

ギー調査会 原子力安全・保安部会 廃棄物安全小委員会, 20038)）や「放射性廃棄物処理・処分に係る

規制支援研究について」（総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 廃棄物安全小委員会, 
20099)）等により，安全規制にとって重要な研究分野や課題が示される等，研究開発を進めていく上での

方向性や研究課題がさらに明確にされてきた。 

しかしながら，2011年 3月 11日に発生した東北地方太平洋沖地震及び東京電力福島第一原子力発
電所事故に伴い，我が国の原子力政策や地層処分技術に関する研究開発を取り巻く状況が大きく変化

した。「今後の高レベル放射性廃棄物の地層処分に係る取組について（見解）」（原子力委員会, 201210)）

では，「高レベル放射性廃棄物の処分について（回答）」（日本学術会議, 201211)）を踏まえ，現段階での

地球科学分野の最新の知見を考慮しつつ，地層処分の実現可能性について調査研究し，その成果を国

民と共有すべきとの指摘がなされた。さらに，「今後の原子力研究開発の在り方について（見解）」（原子

力委員会, 201212)）では，処分施設立地地域の地質条件を保守的に予想した上で，十分に安全を確保し

- 1 -
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ていくことができる処分技術の確立に向けて研究開発を推進していくべきとしている。このような背景のも

と，総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会原子力小委員会では，地層処分技術ワーキング

グループを設置（現在は，特定放射性廃棄物小委員会の下に設置）し，専門家による地層処分技術の再

評価と今後の研究開発課題の検討が行われ，「最新の科学的知見に基づく地層処分技術の再評価―地

質環境特性および地質環境の長期安定性について―」（総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分
科会 原子力小委員会 地層処分技術ワーキンググループ, 201413)）が取りまとめられた。その結果，地層

処分にとって好ましい地質環境特性を有する地域が我が国にも存在することが改めて示された。しかしな

がら，地層処分の技術的信頼性を向上させるため，今後の地層処分事業の取り組みと並行した研究開発

の必要性も併せて示された。さらに，2016 年 5 月に原子力委員会の下に設置された放射性廃棄物専門
部会では，地層処分に関する研究開発について，関係機関間の一層の連携強化，計画策定における処

分事業実施主体の一層のリーダーシップの発揮，継続的な人材確保・育成への取り組みの重要性，等が

提言されている（原子力委員会放射性廃棄物専門部会, 201614)）。 

これらの背景を踏まえ，地層処分関係研究・行政機関，実施主体，外部有識者が参画する地層処分

研究開発調整会議において，今後重点的に取り組むべき研究開発項目が議論され，5 年ごとに「地層処
分研究開発に関する全体計画（平成 30年度～平成 34年度）」（経済産業省資源エネルギー庁 地層処

分研究開発調整会議, 201815)），「地層処分研究開発に関する全体計画（令和 5 年度～令和 9 年度）」
（経済産業省資源エネルギー庁 地層処分研究開発調整会議, 202316)）（以下，「全体計画」）が提示され

ている。さらに，2017年 7月には「科学的特性マップ」（経済産業省資源エネルギー庁, 201717)）が公表さ

れるとともに，実施主体からは，サイト調査から処分場の設計・建設・操業・閉鎖，さらには閉鎖後の長期

間にわたる安全確保に関し，これまでに蓄積された科学的知見や技術を統合して包括的に説明した「包

括的技術報告書」が 2021年 2月に公表されている（原子力発電環境整備機構, 202118)）。 

一方，2020 年に文献調査が始まるなど，処分事業に進捗が見られる中で，2012 年に発足した現在の
我が国の規制機関である原子力規制委員会からは，地層処分において安全確保上少なくとも考慮され

るべき事項（断層運動，火山現象，侵食等）が提示された（原子力規制委員会, 202219)）。さらに，地層処

分技術ワーキンググループでは，各専門分野の有識者を交えて文献調査段階の評価の考え方について

議論が重ねられ，その結果を踏まえ，「文献調査段階の評価の考え方」が取りまとめられた（資源エネル

ギー庁, 202320））。 

地質環境の長期安定性に関する研究では，最新の科学的知見を取り込んだ全国レベルでの自然現

象に関するデータベースの更新や個別現象の理解といった基盤的な研究に加え，サイト選定や安全評

価に必要となる調査技術や評価手法の整備にも重点をおいて研究を進めてきた。具体的には，地層処

分事業における概要・精密調査や国の安全規制に対し研究成果を反映できるよう，(1)自然現象に関する
過去の記録や現在の状況を調査するための体系的な技術の整備（調査技術の開発・体系化），(2)将来
の自然現象に伴う地質環境の変化を予測・評価するための手法の整備（長期予測・影響評価モデルの

開発）のほか，(3)最先端の分析装置等を用いた放射年代測定や鍵層の高分解能同定法等による編年
技術の高度化（年代測定技術の開発）を進めてきた。 

第 3 期中長期目標期間においては，第 2 期中期目標期間までに挙げた研究成果や，国の審議会に
おいて提示された研究課題（総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 原子力小委員会 地
層処分技術ワーキンググループ, 201413)）に基づき，研究計画を策定した（梅田ほか, 201521)）。さらにそ

の後，地層処分研究開発調整会議において整理された全体計画にも対応すべく，研究開発を進めてき

た。研究開発にあたっては，原子力機構東濃地科学センター土岐地球年代学研究所において整備され

た施設・設備・機器を活用して効果的に成果を挙げることに留意した。 
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その結果，マグマの影響範囲を把握するための地磁気・地電流法等に基づく調査手法の整備，深部

流体（スラブ起源水，化石海水，油田かん水といった非天水起源の地下水；特に，高温，低 pH，高塩濃
度といった特徴を有し，地層処分システムに著しい影響を及ぼし得るもの）の移動・流入に係る地震・地質

学的解析手法の整備，地形的に不明瞭な活断層の分布・活動性を把握するための測地・地形・地質学

的解析手法の整備，熱年代法や宇宙線生成核種法等による内陸～沿岸部における隆起・侵食の調査・

評価技術の整備等を進めることができ，一部に発展的な課題を残しつつも，平成 30年度～平成 34年度
の全体計画で提示された課題について，概ね成果を提示することができた。第 3期中長期目標期間まで
に得られた成果については，原子力機構の地層処分技術に関する研究開発情報と成果を取りまとめた

CoolRepR4（https://kms1.jaea.go.jp/CoolRep/index.html）において公開されている。 

前述のように，2020 年に文献調査が始まり，今後，文献調査地域の更なる拡充に加え，複数の地点で
同時並行的に概要調査が行われる可能性が現実的に考えられる状況となってきているが，我が国の地

質環境は火山や活断層の分布，隆起・侵食の特徴や地下地質等において地域ごとに大きな違いがある。

そのため，地質環境の大きく異なる各サイトにおける自然現象の影響評価に的確に対応できるよう，最先

端の科学的知見を常に取り入れながら，幅広い調査・評価技術を整備しておく必要がある。さらに，各自

然現象間の相互関係を考慮した総合的な調査・評価としてパッケージで示すことも，個別技術の実用化

の上で重要である。 

そこで，第 4 期中長期目標期間においても，(1)調査技術の開発・体系化，(2)長期予測・影響評価モ
デルの開発，(3)年代測定技術の開発の三つの研究開発の柱に基づき，各個別技術の信頼性向上を図
るとともに，複数の個別技術を適切に組み合わせたアプローチによる評価手法を提示することにより，実

施主体や安全規制当局に対し的確に技術・知見が提供できる状況を維持していく。これらの技術につい

ては，地層処分分野への反映のみならず，原子力を取り巻く課題解決や地域防災等の社会のニーズへ

の対応も考慮して整備を行う。加えて，大学等研究機関との協働を進め，土岐地球年代学研究所に設置

されている施設・設備・機器の更なる利用促進を図るとともに，地球科学分野の研究成果の創出に貢献

する。 

本報では第 4期中長期目標期間（令和 4年度～令和 10年度）の 4年目にあたる令和 7年度の研究
開発計画を取りまとめた。計画策定にあたっては，CoolRepR4 で示したこれまでの研究開発成果，実施
主体や規制機関，地層処分技術ワーキンググループ等の国の審議会等の動向，大学等で進められてい

る最新の研究開発の状況に加え，2023年 3月に策定された最新の全体計画（経済産業省資源エネルギ
ー庁 地層処分研究開発調整会議, 202316)）で示されている研究開発課題を踏まえて策定した。 
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2. 令和 7年度の研究計画 

2.1 調査技術の開発・体系化 

2.1.1 断層の活動性に係る調査技術 

(1) 目的 

地層処分サイトの選定の一環である概要調査や精密調査で行われるボーリングや坑道掘削では，未

知の断層に遭遇する可能性がある。断層の活動性は，従来，断層の上に載った地層（上載層）の堆積・

形成年代が既知であること及び上載層が断層運動による変位・変形などの影響を受けていないことに基

づき評価されている（上載地層法）。しかし，自然・人工侵食により上載層が欠如していることも多いため，

断層破砕帯内物質を用いた鉱物学・地球化学・年代学的手法の適用がしばしば検討されてきた。本研究

では，このような破砕帯内物質を用いた断層活動性評価手法について，従来手法の高度化や新しい手

法の開発を通じ，適用性を拡充するとともに，評価手法の信頼性向上を図る。また，現状では，それぞれ

の評価手法において，適用対象となる物質や年代に違いがあり，断層近傍での年代のリセット条件が不

明瞭でもあることから，単一手法では信頼性の高い活動性評価を行うことは困難である。そのため，実際

のサイト選定においては，上述した各種断層活動性評価手法の選択・組み合わせや解釈に関する考え

方が体系的に整備されていることも必要である。そこで，近年活動したことが明確である断層を対象とした

ボーリング及びボーリングコア試料の分析・観察などを行うことで，ボーリングや坑道掘削で遭遇する断層

に対する各種断層活動性評価手法の適用可能性・範囲などを検討する。 

(2) 実施内容 

第 3期中長期目標期間では，断層破砕帯内物質に含まれる定性的指標（石英等の鉱物粒子の表面
構造，Niwa et al., 201622)）または定量的指標（鉱物・化学・同位体組成，Niwa et al., 201523), 201924)）を

用いた断層活動性評価手法の適用性の検討が進められてきた。特に，化学組成に基づく評価について

は，機械学習を用いた新たな手法が提案され（立石ほか, 202125)），客観的かつ効率的な評価手法として

有望であるとの見通しが得られている（原子力機構・電力中央研究所, 202226), 202327)）。しかし，適用事

例の拡充及び断層破砕帯内物質における元素移動のメカニズム解明が課題として残っている。また，上

記以外として，ジルコンやアパタイトのフィッション・トラック（FT：Fission track）年代（Sueoka et al., 201728)；

末岡ほか, 202129)），ウラン・トリウム・ヘリウム（（U–Th）/He）年代（Yamada et al., 201230)），自生のイライトの

カリウム・アルゴン（K–Ar）年代（Yamasaki et al., 201331)；Niwa et al., 201632)；Zwingmann et al., 202433）），

炭酸塩鉱物のウラン・鉛（U–Pb）年代（Yokoyama et al., 201834)），石英の電子スピン共鳴（ESR: electron 
spin resonance）法（Ikeya et al., 198235））や石英や長石の光ルミネッセンス（OSL: optically stimulated 
luminescence）法で検出される捕獲電子（原子力機構・電力中央研究所, 202226)）等を用いた断層年代測

定法が提唱されている。これらは，断層活層の絶対年代を与えることが期待できる評価手法として適用性

の検討が進められている。ただし，いずれの手法についても，算出される断層活動年代の不確実性が依

然として残っており，地震時の断層活動に伴う年代・信号のリセット条件の検討等といった基礎的な知見

の拡充が求められる。 

第 4 期中長期目標期間では，断層岩の化学組成を用いた機械学習に基づく断層活動性評価につい
ては，多様な岩体に対する破砕帯内物質の鉱物・化学・同位体組成データの拡充，断層破砕帯内物質

中の詳細な元素分布を明らかにするための局所分析等による検討及び高速摩擦試験に供した試料の鉱
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物・化学分析等に基づく実験的検討を進める。断層破砕帯内物質を用いた断層年代測定法については，

基礎的知見を拡充するための実験的検討に加え，従来の手法とは異なる新しい年代測定法の開発にも

取り組む。さらに，ボーリング調査や坑道掘削で遭遇する上載地層法の適用が困難な断層の活動性評

価技術の構築に向け，各評価技術の相互関係を考慮した最適な技術の選択・組み合わせに関する考え

方とその具体的な事例の提示を目指す。 

(3) 令和 7年度の研究計画 

① 断層の活動性評価指標を提示するための分析・試験，年代測定による検討 

断層破砕帯内物質の化学組成データを用いた機械学習による活断層/非活断層の識別については，
機械学習で用いる統計学的手法の改良や解析結果の解釈，化学組成データの拡充を通じた適用性の

確認を行う。過去に提唱され，現在は発展段階にある断層破砕帯内物質を用いた断層年代測定法につ

いては，地震時の断層すべりを模擬した高速摩擦試験及び ESR 測定などの各種分析に基づく，断層す
べりによる ESR 信号のリセット条件の検討を実施する。従来の手法とは異なる新しい年代測定法につい
ては，熱イオン化質量分析法（TIMS）によるイライトのカリウム–カルシウム（K–Ca）年代測定法の確立に
向けた濃縮同位体の調製及び K–Ar 法により年代値の得られているイライト試料の分析を行っていく。ま
た，断層面から離れた場所（Off-fault）で起こる粉砕（Pulverization）に伴う捕獲電子の挙動に着目した新
しい断層活動性評価手法の実現可能性を検討するため，Pulverization を模擬した岩石衝突試験や天然
断層試料の分析も実施する。 

② 体系的な調査・評価技術の整備 

上載地層法の適用が困難な断層の活動性の評価については，断層の直接年代測定法に代表される

単一の決定的な評価手法が開発途上にあるため，断層破砕物質から取得した観察・計測データ，化学

データ，年代学的データの総合的な判断に基づいて行われるものと考えられる。こうした背景から，断層

破砕物質を対象とした観察・計測，化学分析，年代測定における先進的な研究開発を進めていくことと，

断層の活動性評価において有効な既存手法の順序・組み合わせを探求し，その考え方や具体的な事例

を提示することの両方が課題になると考えられる。そこで，これら 2 つの課題に対応するため，最新活動
時期が判明している活断層の断層コアを貫くボーリング調査を実施し，得られた試料を用いて各種分析

を実施する。 

研究開発の事例対象とする活断層の条件については，断層の直接年代測定法である ESR 法と OSL
法の研究開発に適した条件を考慮し，具体的には以下とした。（1）ESR法と OSL法の対象鉱物である石
英・長石を産出する地質であること，（2）最新活動時期に関する情報が歴史記録とトレンチ調査から得ら
れていること，（3）ボーリングコアでの最新活動面の認定を容易にさせるため，断層を介して異なる地質が
分布していること，（4）そのような地質境界としての断層面が，石英 OSL の年代リセットが期待できる深さ
（花崗岩起源の石英で 42 m以上, Oohashi et al., 202036)；堆積岩起源の石英で 116 m以上，阿久津ほか, 
202137)）において存在すること，全国の活断層を対象とした文献レビューに基づいて，条件を満たす活断

層として，木津川断層帯の伊賀断層を選定した。 

ボーリング調査では，地下数十 m までの浅部にある断層コアと地下百数十 m 以深の深部にある断層
コアを採取することを計画している。これは，異なる深度にある断層コア中の断層破砕物質を分析すること

で，深度による影響が予想されるデータ，例えば，風化による断層破砕物質の変質度合いや摩擦熱によ

る断層年代のリセット条件に関するデータが得られると期待できるためである。令和 7 年度は，深度百数
十 m 以深に位置する断層コアの採取を試みるとともに，令和 6 年度に既に採取している地表面下 25 m
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までのボーリングコアを用いた観察・計測，化学分析，年代測定を進めていく予定である。  
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2.1.2 深部流体の分布に関する調査技術 

(1) 目的 

非天水起源の深部流体には，高温，高塩濃度，低 pH，炭酸化学種濃度が高いものが存在する。その
ため，これらが流入する範囲では地質環境として好ましくない熱環境や化学場が形成される可能性があり，

概要調査等においてその影響を排除することが望ましい（総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業
分科会 原子力小委員会 地層処分技術ワーキンググループ, 201413)）。本研究では，近年，その性状が

明らかになりつつある深部流体の形成・移動メカニズムに関する事例研究を通じて，深部流体の分布に

関する調査技術を提示する。 

(2) 実施内容 

第 2 次取りまとめでは，紀伊半島南部のように第四紀火山が存在していない地域においても高温異常
域が認められることが指摘されており，地表に噴出していないマグマが地下に存在するという考え方や，

地下深部まで発達した断裂系から熱水が上昇しているという可能性が示唆されている。その後，非火山

性の深部流体が分布する地域として常磐地域，能登半島，新潟平野，紀伊半島，有馬温泉等が報告さ

れているが（例えば，産業技術総合研究所地質調査総合センター編, 200438)；産業技術総合研究所深部

地質環境研究センター編, 200739)；産業技術総合研究所深部地質環境研究コア編, 201240)），これらの分

布には偏在性が認められる。深部流体は，酸性で炭酸化学種を多く含み，また一部は高温流体である

（尾山ほか, 201141)；風早ほか, 201442)）。その起源については，マグマが冷却・固結する際に放出される

マグマ水（Sparks, 197843)）のほか，スラブ起源流体（Peacock, 199044)）や続成脱水流体（Kyser and Hiatt, 
200345)），変成脱水流体（Miyashiro, 199446)）等が知られている。これらの起源の推定については，流体

に含まれるガスの希ガス同位体を用いた手法が提案されているほか（例えば，Umeda et al., 201247)；網田

ほか, 201448)），Li-Cl-Br相対組成や Li/Cl比，ヨウ素-129（129I）/I等による識別可能性も示されてきている
（風早ほか, 201442)；産業技術総合研究所, 201649)；原子力機構・電力中央研究所, 202150), 富岡ほか, 
202251)）。 

第 3 期中長期目標期間においては，深部流体の多様な研究をレビューするとともに，流体の化学的な
性状のみならず，分布や成因等に関する検討を進めてきた。活断層やその周辺のように地殻変動が活

発な地域では，マントル物質の地下水への寄与が大きく，深部流体の上昇が示唆される（例えば，Umeda 
et al., 201352), 201353)）。また，スラブ起源流体については，地殻下部にまで達するような構造線や大断層

が地表への主な経路であることが指摘されている（産業技術総合研究所深部地質環境研究センター編, 
200739)；産業技術総合研究所深部地質環境研究コア編, 201240)）。これらを踏まえ，深部流体の形成・移

動メカニズムや熱的性状に関する科学的知見の蓄積や，深部流体が流入する範囲を明らかにするため

の調査技術の開発を，深部流体が賦存すると考えられている代表的地域の事例研究により進めてきた。

これまでに，九州の前弧域等を事例対象として，MT 法電磁探査と地震波トモグラフィーとの対比に基づ
き深部流体賦存域の分布を推定する技術を提示した（石丸ほか, 201854)）。さらに，流入経路に関する情

報の一つとして，地下のクラック性状を反映する S 波偏向異方性に着目し，紀伊半島南部や有馬温泉等
を事例とした S波スプリッティング解析によって S波偏向異方性の推定を進めてきた（平塚ほか, 202255)；

原子力機構・電力中央研究所, 202150); 小川ほか, 202456)）。以上の手法を，深部流体の分布に関する

「総合的なアプローチによる調査技術」として提示した。 

第 4 期中長期目標期間においては，数 km 四方規模の現実的なサイト調査を念頭において，多分野
の手法を組み合わせた技術の高度化・統合化を進める。具体的には，深部流体の地下での移行経路を
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能動的に捉える観点から，S 波スプリッティング解析に加え，AMT 法電磁探査等の物理探査の実施を検
討する。さらに，地表付近の移行経路分布に影響を与える地質的要因を，割れ目分布等の地質構造的

透水好適性の観点から検討する。 

(3) 令和 7年度の研究計画 

深部流体が流入する範囲を適切に評価するためには，地下深部における流体賦存域の有無のほか，

地表付近への流入・移行経路に関する情報を得ることが重要であると考えられる。これまで，深部流体の

湧出域が偏在する地質構造的要因を明らかにするための露頭の割れ目調査や，S 波スプリッティング等
の地震波解析を，複数の事例研究地域において実施した。露頭の割れ目調査の結果，湧出しやすい箇

所を特定する際の指標として割れ目間距離の有効性が高いことを示した。一方で，地質の違いによる本

調査手法の適用性については考慮する必要があり，更なる事例蓄積による検討が重要である。地震波解

析については，能登半島において S 波スプリッティング解析を進めた結果，多数の地震と方位データに
適用可能な多重比較検定法を用いることで，速い S波の偏向方向の時間変動を統計的に検出できること
を示した。このことによりクラックの卓越方位の時間変動を把握でき，深部流体の移行経路を把握する上

で有用である。一方で，空間変動の検出可能性については課題が残されており，今後，稠密地震観測網

の展開されていた地域に S 波スプリッティング解析を適用することで，空間変動の検出可能性を検討す
る。 

また，深部流体の流入・移行経路に関する情報を得る上で，上に述べた調査手法で得られる情報や空

間解像度にはギャップがあり，このギャップを埋めるための評価手法の整備が必要である。令和 7 年度は，
流体の湧出が確認されている地域を対象に，地下 1000 m 程度までを対象とした電磁探査（AMT 法）の
結果を基に，地下の地質構造及び深部流体の空間分布の推定を行い，過年度の調査手法に電磁探査

も含めた体系的な調査手法の整備のための事例データを蓄積する。 
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2.2 長期予測・影響評価モデルの開発 

(1) 目的 

地層処分における将来の地質環境の予測・評価は，過去の自然現象の偏在性や変動傾向に基づき，

将来へ外挿することが基本となる。しかしながら，過去のイベントや変動パターン・規模に係る記録は，遡

る年代や地域によって識別できる分解能が異なることから，予測結果に伴う不確かさも様々である。外挿

法の信頼性向上のためには，多様な時空間スケールにおける調査事例の蓄積を通じ，時間スケールごと

の変動方向や速度に及ぼす影響を評価するとともに，将来予測に用いられる変動データの時空間代表

性が吟味されることが望まれる。本研究では，主に地形・地質学的アプローチに基づき，過去数百年～数

十万年の期間を中心に，異なった時間スケールでの変動方向・速度の解析事例を蓄積する。また，多様

な地形・地質学的環境における検討を可能にするための地質年代学に関する技術基盤の強化及び地形

発達シミュレーションの整備による将来予測モデルの高度化に加え，これらの個別技術の適用から地質

環境のモデル化に至るまでの総合的な調査・評価事例の実証を行う。 

(2) 実施内容 

過去の地質学的現象の因果関係や連続性について，笠原・杉村（1978）57)及び松田（1988）58)は第四

紀後期の地殻変動には，①変位の向きの一様性，②変位の等速性といった経験則を見出し，これらを

「一様継続性」と呼んだ。このような変動の一様継続性という概念は，数年～数十年の測地学的な観測に

よって認められる短期的な変動傾向ではなく，地形学・地質学的な調査から得られる数千年以上の時間

間隔でとらえたときに得られる運動像である。しかしながら，伊豆半島周辺等では，比較的若い時代（第

四紀後半）に現行の変動が開始したと考えられており（例えば，道家ほか, 201259)），変動の方向や速度も

将来予測の前提となる定常状態，すなわち一様継続に至っていないことが考えられる。このため第 3期中
長期目標期間ではディスロケーションモデルに基づいた地質学的ひずみ速度の推定手法を提案するとと

もに，日本列島全域及び九州地方を事例とした地質学的ひずみ速度と測地学的ひずみ速度との比較に

よって，異なる時間スケールにおける地殻変動特性の差に着目した一様継続性の成立性に関する検討

事例を示した（原子力機構, 201860)）。 

また，地層処分におけるサイト選定や安全評価において重要となる地質環境の長期的な変化を評価

する上では，将来の自然現象に伴う長期の地質環境の変動スケールを把握するために必要な 100 万年
ないしそれ以上の時間スケールで，過去から現在までの地質環境の変化を三次元的に表現できる数値

モデル（地質環境長期変動モデル）を構築して検討することが有効である（尾上ほか, 201961)）。こうした数

値モデルの構築にあたっては，地形・地質，水理，地球化学及び地表環境といった個別のモデルを構築

する技術開発に加え，それらを統合化して分かりやすく可視化する手法，更にはモデルの妥当性や不確

実性を評価する手法の開発も重要である。このため第 3 期中長期目標期間では，数値モデルの構築及
びその不確実性の評価を支援する個別要素技術の開発として，地下構造の不均質性を考慮したシミュレ

ーション技術の構築，測地・地震／地形・地質データに基づくシミュレーション結果の検証及び過去から

現在までの山地発達に関わる隆起速度や侵食量分布を明らかにするための後背地解析技術の高度化

を平成 29年度までに実施した（原子力機構, 201860)；丹羽ほか, 201862)；Shimizu et al., 201963)；代永ほか, 
202164)）。 

地層処分のサイト選定・設計や安全評価において考慮すべき自然現象のうち，サイトによらず調査・評

価が不可欠な隆起・侵食については，異なる時間スケールの変動を対象とする手法を組み合わせて評価
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することが重要であると考えられる。そこで平成 30年度から令和 4年度においては，全体計画（経済産業
省資源エネルギー庁 地層処分研究開発調整会議, 201815)）に基づき，地形学的手法や年代測定等を

用いた過去 100 万年～数十万年前以前からの隆起・侵食を精度よく把握するための技術の整備を重点
的に進めてきた（原子力機構・電力中央研究所, 201965), 202066), 202150), 202226), 202327) 202467)）。一方，

昨今行われてきた，地層処分技術ワーキンググループにおける文献調査段階の評価の考え方（資源エ

ネルギー庁, 202320））に係る議論や，原子力規制委員会における，地層処分において安全確保上少なく

とも考慮されるべき事項（原子力規制委員会, 202219)）に係る議論の中では，将来新たに火山が発生する

蓋然性の評価に関しては，現時点で確立された手法があるという共通認識には至っておらず，新しい手

法も含めた更なる検討の必要性が大きな課題として浮き彫りとなっている。そこで第 4期中長期目標期間
の令和 5 年度からは，隆起・侵食に加え，火山・火成活動についても，最新の全体計画（経済産業省資
源エネルギー庁 地層処分研究開発調整会議, 202316)）に基づき，長期予測・影響評価モデルの信頼性

向上に資するための最先端の科学的知見を取り入れた各種調査・評価技術の開発を進める。 

(3) 令和 7年度の研究計画 

① 火山・火成活動の発生及び影響の調査・評価技術の高度化 

従来より，将来の火山活動の発生に係る評価技術や，マグマ・熱水活動の影響範囲を把握するための

技術として，電磁探査，地震波解析（地震波トモグラフィー等），地下水・温泉水やガスの化学・同位体分

析，岩脈や火山灰の年代測定・解析等に基づく検討がなされている。一方，マグマ溜りの熱的寿命は数

十万年程度という考え方もあり（東宮，199168)），最新活動時期の古い第四紀火山は，現在は既に活動を

終えている可能性もある。そこで，第四紀の古い時期に活動したとされている火山の活動性に関する評

価基盤の提示を目的として，そのような火山を事例対象とした上述の既存の各種調査データを精査する

ことにより，評価手法の信頼性の向上を図る。令和 5 年度に行った九州・琉球弧の第四紀火山活動域の
年代及び地質データのコンパイルに化学組成データを加えることで，第四紀を通じた火成活動の発生メ

カニズムとマントル～地殻の化学的・熱的な状態変化のより詳細な検討を行う。活動年代や化学組成が

不詳な火山や大規模噴火については，新たに年代測定や化学分析を行い，活動性評価基盤の拡充を

目指す。併せて，火山活動時期に関する編年技術の高精度化を目的として，U–Th 非平衡年代測定技
術（2.3.1 の(3)④を参照）等を本研究課題へと適用し，マグマの活動性評価や火山の噴火年代等の評価
に資する。 

さらに，地下のマグマ等の高温流体の存否を把握するための電磁探査と，(U–Th)/He法等の低温領域
の熱年代法を山地横断方向に適用して隆起形態を明らかにする手法とを組み合わせることにより，非火

山地域に潜在する火成活動の評価手法やその時空間的な安定性について検討する。令和 5 年度より，
東北地方の非火山性山地を対象とした事例研究に着手し，第四紀の火山活動が認められていない太平

山地の周辺において MT法観測を行った。また，太平山地及び飯豊山地の既往試料の一部について低
温領域の熱年代法の適用を試みた。令和 6年度は，太平山地におけるMT法観測データの解析及び太
平山地・飯豊山地における熱年代分析を実施した。太平山地においては，地下に火山地域に見られるよ

うなマントルから供給される高温流体の分布は認められなかった。一方で，既に高温流体の分布が認め

られている飯豊山地では，MT法によって分布領域が推定されている地点を中心に熱年代値の有意な減
少を検出できた。この結果は，高温流体の存在により直上の地殻強度が熱で弱化したことで山地全体が

ドーム状に隆起したことでもたらされたと解釈でき，山地縦断方向（北西-南東方向）については地下の高
温流体と隆起形態の関連性が示唆される。令和 7年度は，両山地の熱年代データの拡充や空間的傾向
の把握のため，既存試料における熱年代測定を引き続き検討する。また，飯豊山地においては山地横断
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方向（北東-南西方向）のより詳細な熱年代値の空間的傾向の把握のため，地質試料採取を行い，熱年
代測定を検討する。 

② 地形・地質学的情報に基づく隆起・侵食の調査・評価技術の高度化 

隆起速度の評価においては，従来，放射性炭素（14C 法）年代測定法や火山灰（テフラ）編年学により
離水時期が制約された海成・河成段丘の高度分布に基づいてきた。裏を返せば，段丘が存在しない地

域や，存在しても上記の年代測定法が適用できない場合（有機物やテフラが含まれない，14C 法の年代
適用範囲を超える等）では，隆起速度の評価が困難になる。本課題においては，1）沿岸部の離水地形に
おけるマルチ年代測定法の整備と 2）沿岸部から内陸部にかけての隆起・侵食の変動傾向の評価手法の
構築を行う。1）では，離水地形を対象とした光ルミネッセンス（OSL）法・宇宙線生成核種（TCN）法を含め
た複数の年代測定結果を統合的に解釈する方法（マルチ年代測定法に基づく編年手法）の妥当性・不

確実性の検証及び地形・層序の定性的な情報のみに基づく編年しかされていない地域へのマルチ年代

測定法の適用性の確認を行う。令和 6 年度までに，能登半島珠洲市の年代既知の MIS5c 海成段丘の
OSL 年代測定を実施した。令和 7 年度は，同段丘を対象に TCN測定を実施する。また，同地域の年代
既知の MIS5e 海成段丘の海成堆積物及びそれを被覆する堆積物を採取し，テフラ分析，OSL 測定，
TCN測定を実施する。2）では，旧流路堆積物に基づく下刻・隆起速度評価法（原子力機構・電力中央研
究所, 202327））の信頼性向上及び隆起・侵食の三次元的変動傾向を把握する体系的手法の提示を目的

として，大井川の上流域～下流域の河成地形を対象に事例研究を行う。令和 6年度までに，大井川上流
域～中流域の穿入蛇行の痕跡地形（環流旧河谷）で採取したボーリングコアの肉眼観察，X線CT解析，
微化石分析，テフラ分析を実施し，堆積環境の推定及び環流旧河谷の形成面の認定を行った。令和 7
年度は，同コアの OSL 年代測定を実施する。その一方で，下刻速度の時間・空間代表性を検討するた
めには，複数地点において旧流路堆積物の分布高度と堆積年代を把握する必要がある。そこで，これま

での調査地点よりも上流側，もしくは下流側において，OSL 年代測定法に適した砂質の旧流路堆積物，
ないしは旧流路に近い場に堆積したと考えられる堆積物（例えば，細粒な洪水堆積物からなる淀み水堆

積物）の探索を進め，それらの採取を試みる。 

地質環境の長期安定性評価においては，山地・丘陵における過去及び将来 10 万年間程度の削剥量
の評価が求められる（資源エネルギー庁, 202369））。しかし，当該期間の削剥量については，その値を直

接的に求める手法が確立されていないことから，複数の手法から求められた削剥速度（mm/yr）に 10万年
を乗じた値に基づいて評価されるものと考えられる。ところで，山地・丘陵における削剥速度を求める方法

の一つに，数値標高モデルから算出された斜面傾斜などの地形の形態要素の定量的特徴（以下，「地形

量」）と削剥速度の関係式を利用するという方法がある。この方法は，地形量を削剥速度に読み替えるも

のなので，利便性とともに，全国を対象にできる点で空間網羅性においても優れている。しかし，現在，地

層処分事業（例えば，原子力発電環境整備機構, 202470）, 202471））において用いられている地形量と削

剥速度の関係式は，数十年前の研究成果（例えば，藤原ほか, 199972）; 長谷川ほか, 200573））に基づい

たものである。そのため，そのような地形量と削剥速度の関係式に対して，最近数十年間の科学・技術の

進展をフォローした見直し，ないしは更新が必要であると考えられる。そして，最近数十年間の科学・技術

の進展のうち，地形量に関するものの一つが，1 m メッシュの高解像度地形データを国内の半分弱の地
域で利用できるようになったこと（国土地理院, 202574））であり，削剥速度に関するものの一つが，TCN 法
から数百年間程度の削剥速度を求められるようになったこと（例えば，Korup et al., 201475）; 松四ほか, 
201476））である。以上，このような背景から，令和 7年度の研究開発では，1 m メッシュの高解像度地形デ
ータから算出した各種地形量と TCN 法から求められた削剥速度との相関関係について調べることとする。
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2.3 年代測定技術の開発 

2.3.1 局所領域及び高精度同位体分析技術 

(1) 目的 

地質環境の長期安定性に関する研究を進める上で，過去の自然現象の復元のためには岩石や鉱物

の形成年代やその後の変質・変成を受けた年代の決定が必要不可欠である。一般に，岩石や鉱物の年

代測定では，放射性核種の壊変を利用する放射年代測定が用いられる。火山・火成活動におけるマグマ

の定置・貫入プロセスや，地表の隆起・沈降，侵食・堆積のプロセス及び断層運動の履歴等を理解するた

めには，複数の同位体系による年代測定が必要となる。また，地質試料から火成活動における鉱物の結

晶化プロセスや堆積層の後背地の解析，断層運動等による熱変成あるいは水質変質の履歴を復元する

には，放射年代測定のみではなく，鉱物組成や元素・同位体組成を取得することが重要となる。本研究

では，誘導結合プラズマ質量分析法（ICP-MS：Inductively coupled plasma mass spectrometry）及びレー
ザーアブレーション（LA）装置と ICP質量分析装置を連結して利用するレーザーアブレーション ICP質量
分析法（LA-ICP-MS：Laser ablation-ICP-MS）を用いた各種年代測定に必要な微量元素の定量分析や
同位体分析のための技術開発及び既存技術の高度化を進める。 

(2) 実施内容 

LA-ICP-MS を用いることで，簡便な試料前処理でマイクロメートルスケールの局所領域から化学情報
を得ることが可能となり，岩石を構成する鉱物粒子ごとの年代値等を取得することが可能である。LA-ICP-
MSによる同位体分析技術の開発として，第 3期中長期目標期間までに炭酸塩鉱物やジルコン等を対象
とした U–Pb 年代測定技術を確立し（例えば，Yokoyama et al., 201877)），各種試料の年代測定を実施し

てきた。また，ジルコンについては U–Pb 年代測定に加えて同時に同領域からチタン（Ti）濃度を分析し，
結晶化年代と結晶化温度を同時に推定する手法を確立した（Yuguchi et al., 202078), 202279), 202380), 
202481)）。加えて，1 台の LA 装置を複数台の誘導結合プラズマ ICP 質量分析装置に接続し，LA サイト
で得られた試料を各質量分析装置に分配して分析する手法（LASS (Sprit Stream)-ICPMS）の開発を行っ
た。さらに，例えばジルコンのハフニウム（Hf）同位体組成及びアパタイトのストロンチウム（Sr）同位体組成
からは，起源マグマの化学組成を制約することができるため，これらの同位体分析技術の整備を進めてき

た（原田ほか, 202382））。元素の定量分析技術の開発では，微量元素組成から火山砕屑物（テフラ）を特

徴付けるアプローチに必要な技術として，LA-ICP-MS による火山ガラスの微量元素分析技術を確立した
（鏡味ほか, 202183)）。また，年代測定のために，親－子孫核種の存在量の二次元的な情報を事前に把

握する際に有効な微量元素マッピング（イメージング）技術を整備し（Yokoyama et al., 201877)），この技術

は岩石中での微量元素の移行を把握する際にも利用している。第 4 期中長期目標期間では，このような
分析技術について，精度向上等の高度化を図るとともに，適用性の拡大や適用範囲の確認，また必要に

応じて新たな分析技術の確立を行う。また，令和 3 年度に導入したクリーンブース内での化学分離操作
の設備や手法を整備し，湿式での ICP-MS による高精度同位体分析技術を確立する。このような局所分
析及び湿式分析による同位体分析の実施のほか，主要元素組成の分析では，電子プローブマイクロア

ナライザ（EPMA：Electron probe micro analyzer）や X線分析顕微鏡（X-ray analytical microscope），鉱物
組成の分析では X線回折分析（XRD：X-ray diffraction analysis）が必要であるため，これらを適宜実施す
る。複数の同位体系による年代学的議論を必要とする場合には，ICP-MS での同位体分析技術を新たに
検討するとともに，希ガス質量分析法（Noble gas mass spectrometry）等他の手法の導入も検討する。 
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(3) 令和 7年度の研究計画 

① 既存分析技術及び開発中の技術の実試料への適用と各手法の高度化 

令和 5, 6 年度に引き続き，ジルコンや炭酸塩鉱物の U–Pb 年代測定，ジルコンの Hf 同位体分析，ア
パタイトの Sr同位体分析，火山ガラスの微量元素分析等，既に確立している分析技術は，各種試料に適
宜適用し，データの蓄積を図る。また，令和 5年度に導入したフェムト秒レーザーアブレーション装置を用
い既存の分析手法の高度化を図っていく。 

② 既存技術の適用性拡大 

これまでに既存技術の適用性拡大として進めてきたチタナイトの U–Pb 法による年代測定について手
法の妥当性を評価していく。また，アパタイトやバデレアイト等の別の鉱物への適用も検討する。加えて，

これまで火山ガラスやアパタイトを対象として整備した LA-ICP-MSによる微量元素分析法についても，火
成岩に含まれる他の鉱物（例えば，モナザイト）への適用を検討する。 

③ 湿式分析による高精度同位体分析手法の確立 

令和 6 年度までに検討した湿式法による各種同位体分析の前処理手法について整理し，適切な化学
前処理を施した実試料について，ICP-MSや TIMSによる同位体分析を実施していく。 

④ U–Th非平衡年代測定技術の整備 

第四紀の火山・火成活動について，放射年代測定で直接年代測定をする手法として整備を進めてい

る U–Th 非平衡年代測定について，令和 7 年度は，これまで整備した分析手法により，洞爺火砕流堆積
物等の年代既知試料の分析を行い，手法の妥当性の検証を行う。 
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2.3.2 捕獲電子を用いた年代測定技術 

(1) 目的 

地層処分における地質環境の長期安定性に関する研究では，将来の隆起・侵食の予測の信頼性向

上のため，過去の隆起・侵食量の把握が求められる。これらを把握する年代測定技術として，自然放射線

によって鉱物内に生じる捕獲電子を用いる光ルミネッセンス（optically stimulated luminescence：OSL）法と
電子スピン共鳴（electron spin resonance：ESR）法が期待される。OSL 法の適用年代範囲は測定鉱物の
種類に依存しており，石英は数十年～十数万年，長石は数千年～数十万年前までの年代決定を得意と

する。蓄積された捕獲電子（OSL 年代）は光刺激によって解放（初期化）されるため，OSL 法は原岩の形
成年代に依存しない堆積物の埋没年代を推定することが可能であり，隆起量評価の指標となる海成段丘

等に適用される。また，捕獲電子の蓄積速度が周囲の温度に依存することを利用し，閉鎖温度にして数

十度以下の超低温領域の熱史（侵食史）の推定にも利用される。近年では，OSL法の適用範囲の拡充を
目的とし，礫を対象とした OSL 年代測定法の開発が進められている。他方，ESR 法は石英を測定対象と
し，数千年～数百万年の年代適用範囲を持つ。ESR信号はOSL信号と比べて，光刺激に対する感度が
低いため，完全に解放されることはないが，そのことを考慮した堆積年代測定法の開発がなされている。

熱年代法としては，OSL法と同程度の 100 °C以下の閉鎖温度を持ちつつ，OSL法を上回る過去数百万
年までの熱史推定のポテンシャルを有しているため，地下約 1 km以浅の侵食評価に活用可能な新たな
手法として近年注目されている。本研究では，堆積物の編年に基づいた隆起評価及び地殻浅部の侵食

評価に資するため，捕獲電子を用いた年代測定技術の高度化を目的とする。 

(2) 実施内容 

本研究では，OSL 法の適用範囲の拡充を目的に，①礫の OSL 年代測定法の整備・高度化を行う。ま
た，新たな熱年代法の導入を目的に，②ESR熱年代法の実用化・高度化についても検討する。 

① 礫の OSL年代測定法の整備・高度化 

堆積物の埋没年代を目的とするルミネッセンス年代測定法は，埋没前の太陽光曝によって年代が初期

化していることを前提とする。光曝による年代の初期化率（ルミネッセンス信号強度の減衰率）は，試料表

層からの深度と露光時間に依存する（Sohbati et al., 201284））。OSL年代測定で一般的に利用される泥～
砂サイズ（100～102μmオーダー）の試料の場合，石英は数十秒，長石は数千秒の光曝で試料全体の年
代がほぼ初期化されるため（Godfrey-Smith et al., 198885）; Tsukamoto et al., 201786）; 塚本, 201887）），埋

没前の年代初期化の前提を満たしていることが多い。一方，試料径が数 cmを超えると，年単位の光曝時
間が必要と推測されているため（Sohbati et al., 201284）），前提を満たす試料は限られる。これに対し，近

年，礫試料のコアを表層から内部にかけて円盤状に切断し，それらを測定することで OSL 信号強度の深
度プロファイルを求める方法が開発され，礫の OSL年代測定が可能となった（塚本, 201887））。しかし，国

内での礫のOSL年代測定の適用事例は未だ少なく，事例蓄積による信頼性の向上が必要である。また，
年間線量率の算出方法は現状ケースバイケースであるため，体系化が課題である。本研究では，OSL法
の適用範囲の拡充を目的に，礫の OSL年代測定の事例を蓄積し，信頼性の向上，適用条件の整備，手
法の体系化を行う。 

② ESR熱年代法の実用化・高度化 

ESR 法は，捕獲電子が磁場中に置かれ，電磁波を照射されたときに電磁波を吸収する，電子スピン共
鳴現象を利用した線量計測法である。ESR 熱年代法は，OSL 熱年代法と同程度の 100 °C 以下の閉鎖
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温度を持ちつつ，適用年代上限が数百万年以上と一桁以上長く，より多様な地域における侵食評価へ

の利用が期待できる。しかしながら，ESR 熱年代法は本格的な技術開発から数年しか経過しておらず，
未だ開発段階の手法であり，近年の適用事例も日本アルプス（King et al., 2020 88）, 2023 89）；Bartz et al., 
202490），オトウェイ盆地（オーストラリア；Fang and Grün, 2020 91）），ローヌ渓谷（スイス；Wen et al., 2024 92））

等の数例に留まる。本研究では，測定法の体系化及び信頼性向上を目的として，ESR 熱年代法の実験
環境の整備及び適用事例の蓄積・拡充を行う。 

(3) 令和 7年度の研究計画 

① 礫の OSL年代測定法の整備・高度化 

令和 6 年度までに，礫試料整形手順の整備及び MIS5e 海成段丘の砂岩礫を対象に礫の OSL 測定
プロトコルの検討を行った。令和 7 年度は，礫の OSL 年代測定に向けて，スライス試料を対象とした
90Sr/90Yβ線源の線量率校正法を検討する。また，試料採取位置の放射線量率が不均質な場における
年間線量率の補正法を整備する。これらの後，MIS5e海成段丘の砂岩礫の年代測定を実施する。 

② ESR熱年代法の実用化・高度化 
令和 6 年度は，日本に分布する飛騨山脈や谷川岳の露頭，六甲山地のボーリングコア試料から採取

された花崗岩に含まれる石英を対象とした ESR熱年代法に必要な分析を，ライプニッツ応用地球物理学
研究所（LIAG，ドイツ）にて実施し，その技術を習得した。令和 7 年度は，令和 6 年度に分析を行えなか
った残りの試料の分析（LIAG）及び年間線量率を算出するために必要な元素濃度分析など（東濃）を実
施し，その分析結果に基づいた熱史逆解析を行い，上記地域の熱史（岩石の冷却過程や隆起・侵食速

度など）を復元・議論する。また， ESR熱年代法を東濃地科学センターでも実施可能とするために，X線
照射装置等の導入に係る情報収集を行う。
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2.3.3 フィッション・トラック（FT）年代測定技術 

(1) 目的 

地層処分における地質環境の長期安定性に関して，地質学的時間スケールにおける隆起・侵食評価

や，断層の活動性評価，熱水活動の制約等に寄与する手法開発や応用研究の蓄積は重要である。FT
年代測定に代表される熱年代解析は，年代測定法によって得られた年代値と，測定法・鉱物の組み合わ

せに固有な閉鎖温度に基づき，岩石や鉱物の温度－時間履歴（熱履歴）を推定する手法である。したが

って，高精度な熱履歴の復元や適用範囲の拡大，分析の効率化を目指すことで，地質環境の長期安定

性評価に貢献できると期待される。FT 法は，絶縁性固体におけるウラン-238（238U）の自発核分裂現象に
よって結晶格子に形成される線状損傷を計数し，ICP-MS 等で U 濃度を測定することによって年代測定
を行う。FT 法の閉鎖温度は，アパタイトで 100 ℃前後（例えば，Ketcham et al., 199993）），ジルコンで

300 ℃程度（Ketcham, 201994））である。また，他の熱年代法にない特長として，加熱によって FTの長さが
段階的に短縮・消滅するアニーリングと呼ばれる現象を利用し，年代測定と FT の長さ分布の測定を併用
して専用のソフトウェア（HeFTy：Ketcham, 200595）；QTQt：Gallagher, 201296））で計算することにより，高精

度に熱史を制約できる。効率的な FT年代測定及び FT長計測のため，土岐地球年代学研究所では，我
が国で唯一となる FT 自動計測装置（Autoscan System 社製 TrackScan）を所有し，FT 分析の運用に活
用している。地質試料に対する継続的な応用研究の蓄積のみならず，新たな対象鉱物の検討，分析装

置の高度化，現行の前処理方法の改良等を進めることにより，FT 分析の更なる効率化及び応用可能性
の拡大が期待できる。 

(2) 実施内容 

本研究では，新たな鉱物における FT 法の適用可能性の確認を目的とした基礎研究や前処理技術の
高度化を中心に行う。FT 法では，主にアパタイトやジルコン，チタナイト，火山ガラスが測定対象として用
いられてきた（Hurford, 201997））。一方で，新たな鉱物についての基礎研究についても進められており（末

岡ほか, 202198）），より閉鎖温度が低温であると期待されるモナザイト（Jones et al., 201999）, 2021100））にお

いて，FT 年代測定の適用範囲を拡大できる可能性がある。ただし，モナザイト FT 法の閉鎖温度に関す
る基礎研究（Weise et al., 2009101）; Jones et al., 2021100））については，Krや Cf核分裂片を用いた人工トラ
ックを用いた短時間加熱実験の結果であり，地質時間スケールにおける閉鎖温度の決定のためには熱

履歴が既知の地質試料を用いた検討が必須である。 

以上のような現状を受け，令和 7 年度においては，FT 法における新たな対象鉱物についての技術開
発の試みとして，モナザイトにおける地質学的スケールの閉鎖温度の検証及び U 濃度測定用の標準試
料の整備として，フラックス法における合成について検討を進める。これにより，FT 法の測定対象の拡大
を図る。 

(3) 令和 7年度の研究計画 

FT法の新たな対象鉱物であるモナザイトを対象として年代測定に向けた技術開発を行う。令和 5年度
は既往研究では扱われてこなかった若いモナザイト試料のエッチング実験を行い，サンプルの年代とエッ

チングに要する時間の相関関係を指摘（Nakajima et al., 2024102)）するとともに，段階エッチングの必要性

と適性エッチングの判断基準の議論を行った。令和 6年度は加速器によるイオン照射後のバデレアイトに
おけるエッチングを実施したが，イオントラックの観察には至らなかったため，エッチング条件は不明なま
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まとなった。モナザイトの U 濃度測定に向けた標準試料の入手においては，均質なモナザイト結晶をフラ
ックス法により人工合成することに成功した。令和 7年度は，熱史が既知の大深度ボーリングコア（KTBコ
ア）を用いた FT測定を通じて，地質学的時間スケールにおける閉鎖温度を検証する。また，より均質な化
学組成のモナザイトの人工合成を試みるため、引き続きフラックス法による合成及び合成結晶の化学分

析を実施する。 
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2.3.4 加速器質量分析技術 

(1) 目的 

地質環境の長期安定性に関する研究の着実な実施と，地層処分事業・安全規制への成果の反映を進

めるため，土岐地球年代学研究所で実用化した最先端の年代測定技術等をさらに高度化し，適用範囲

を拡大していくことが重要である。加速器質量分析法（AMS：Accelerator mass spectrometry system）では
天然に存在する炭素-14（14C），ベリリウム-10（10Be），アルミニウム-26（26Al），塩素-36（36Cl），ヨウ素-129
（129I）等の極微量の放射性同位体を計測することが可能である。AMS は地質試料の年代測定や地下水
の供給源推定等に有効な手法の一つである。既設の AMS 装置である JAEA-AMS-TONO-5MV 及び
JAEA-AMS-TONO-300kV による年代測定法の高度化を継続するとともに，地下水の滞留時間の推定を
目的とした 36Cl年代測定法の実用化を進めることが重要である。さらに，AMS装置を小型化することを目
標に研究を進めており，これまでにない超小型 AMS装置の実用化に向けた技術開発や，前処理の簡便
化に重きを置いたイオン源の技術開発，36Cl-AMS を小型の AMS 装置で精度よく測定するための技術
開発を継続して進めることで，年代測定技術に関する新たな知見の蓄積が期待される。また，年代測定

結果の精度を維持するためには，装置の改良に加え，保存状態の良い地質試料の確保と様々な地質試

料に適応可能な試料の前処理手法の改良が求められる。本研究では，土岐地球年代学研究所で取り組

んでいる様々な分析・年代測定手法に対する試料前処理技術等の高度化も同時に進める。 

(2) 実施内容 

AMS の発展により複数核種の測定が実現し，千年から 100 万年スケールでの地質試料等の年代測
定が可能になる。特に，宇宙線生成核種である 10Be及び 26Al による表面照射年代測定により，隆起・侵
食等の，地表面の物質移動プロセスに関する情報が得られると期待される。第 3 期中長期目標期間では
試料調製法及び測定条件の最適化を進め，土岐地球年代学研究所の JAEA-AMS-TONO-5MV による
石英試料中の 10Be及び 26Al測定を実用化させた （Saito-Kokubu et al., 2023103)）。36Cl測定法の実用
化に向けた試験では，装置の最適化等を行い高同位体比（36Cl/Cl～10-12 台まで）の測定ができる段階ま

で進めた。129I測定についても天然試料への適用を進め，ルーチン測定を実施している（Mitsuguchi et al., 
2021104)）。さらに，少量試料（従来法の 1/20 の試料量）での 14C測定についても検討を行った（Watanabe 
et al., 2021105)）。また，約 2 m×2 mの超小型AMS装置の実用化に向けた技術開発を進めた（Matsubara 
et al., 2020106) , Fujita et al., 2022107), Jinno et al., 2024108））。以上のように，AMS技術開発は装置設置以
降，着実に進展を続けてきた。一方，これまでに土岐地球年代学研究所で開発した個々の年代測定技

術を最適化し，様々な特性を持つ天然試料へ適用させ着実に実装を進めることが重要である。そのため

には，各種の年代測定装置や研究目的に合わせた試料前処理手法の確立が有効である。 

第 4 期中長期目標期間では，継続して AMS 装置を小型化するための様々な研究開発を実施する。
超小型 AMSの実用化に向けた技術開発では，14C測定の原理実証をはじめ，超小型 AMS装置を構成
する表面ストリッパーの耐久性向上に向けた試験を着実に進める。また，前処理を不要とし得るようなイオ

ン源の開発（Minamitani et al., 2024109)）にも着手する。開発中の 36Cl測定法については，前処理法を最
適化し，妨害元素である硫黄の除去方法の検討，また，JAEA-AMS-TONO-5MV による硫黄-36（36S）分
別技術の向上，36Cl-AMSを小型のAMS装置で精度よく測定するための技術開発を継続して進める。実
用化済みの 14C，10Be，26Al，129I 測定法では前処理手法の最適化も含め，天然試料への適用実績を着
実に蓄積する。 

試料前処理技術の高度化のうち 14C年代測定については，これまでに実現している炭素量 50 μgでの
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試料前処理手法をさらに改良する。前処理用装置である元素分析装置（Elementar 社製 EA（Elemental 
analyzer）），自動グラファイト調製装置（IonPlus 社製 AGE3（Automated graphitization equipment 3））の
最適化，装置への試料導入系の改良，加速器質量分析計での測定条件の最適化により，少量試料での

測定時の炭素汚染の評価と低減，ブランク補正，測定結果の安定化等を目指す。並行してグラファイトで

はなくセメンタイトの形状での測定も目指して開発を進める。また，EA，安定同位体比質量分析装置
（IRMS：Isotope ratio mass spectrometry system），可搬型蛍光エックス線分析装置（pXRF：portable X-ray 
fluorescence spectrometry system）等については，試料導入系や前処理装置間の接続方法の検討，対象
試料の拡大（固体，液体，気体試料への適用）及び天然試料への適用実績の蓄積を着実に進める。 

(3) 令和 7年度の研究計画 

① AMS装置の小型化に向けた技術開発 

令和 7年度も引き続き，超小型 AMS装置の表面ストリッパーの結晶を変更させ，荷電変換効率，検出
器までの輸送効率，妨害分子の解離効率，これら検出限界に関わる効率を実験的に確かめる。実験を

通じて結晶の種類や結晶角度の依存性等，最適な測定条件を探索するとともに，表面散乱過程のモデ

ル構築を進める。 

② 前処理簡便化に向けたイオン源の開発 

前処理を簡略化するレーザーアブレーション装置により生成した CO2ガス試料を直接 AMS で測定す
る迅速分析を実現するため，令和 7年度も引き続き，JAEA-AMS-TONO-300kVを用いてガスイオン源の
開発を行う。ガス導入部のカソードの設計やガスイオン源のパラメータ（CO2 及びキャリアガスの流量，Cs
オーブンの温度など）を検討し，標準物質による試験測定，データの精度・確度及びブランクレベルの評

価を進める。 

③ 36Cl年代測定法の実用化及び先進技術の開発 

調製した標準試料等を用いて JAEA-AMS-TONO-5MVによる試験測定を継続し，同重体である 36Sを
分別するため検出器の最適化を進める。また，並行して同重体分別の高度化として前処理方法の検討

や，36S をイオン－分子反応を利用して選択的に抑制する装置の開発を進める。装置開発のためにビー
ム軌道シミュレーションを行い，テストベンチの動作の検証を行う。 

④ 14C，10Be，26Al，129I年代測定法の高度化 

JAEA-AMS-TONO-5MV の測定データの精度改善に向けたイオンビーム生成の安定化，検出限界の
改善に向けたイオン光学の検討及び機器設定の最適化を継続して行う。天然試料の測定実績を蓄積し，

様々な特性を持つ地質試料への適用性を拡大する。特に，適用例の少ない地下水や炭酸塩試料の 129I
測定等を継続して進める。 

⑤ 試料前処理技術等の高度化 

令和 7 年度も少量試料での試験測定を行い，試料前処理方法等の改良を継続して進める。さらに並
行してグラファイトではなく，セメンタイトによる炭素量 100 µgでの年代測定法の構築に向けて安定したビ
ーム強度とバックグランドの軽減，精度及び確度の改善を継続して実施する。併せて天然試料の測定実

績も実施予定である。 

また，年代測定用の試料の特性を評価するため，令和 6 年度までに XRF の測定条件を最適化し，地
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質試料の I濃度測定等の適用範囲を拡大させることができた（木田ほか, 2024110），渡邊ほか, 2024 111））。

令和 7 年度は継続して EA，IRMS，pXRF 等による測定手法の改良を継続して進めるとともに天然試料
への適用実績を蓄積する。 
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